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はじめに
　昨年（西暦2000年）の始め、日本の総理大臣が施政方針演説で、21世紀
を担う日本人はすべて英語を自在に使えるようにすべきである（朝日新聞
2000）、と「花火」を打ち上げた。また、同じ頃、同総理の私的諮問機関
「21世紀日本の構想」懇談会は「英語の第二公用語化」を提言し、国民的
議論の必要性を訴えた。
　果たせるかな、「ホントにやるの？　英語の公用語化」（同上〉を始め、
メデイァ界も学界も百家争鳴。賛否両論、喧喧鷺鴛（けんけんごうごう）。
一時は正に、火付け役の思う壷にはまったかに見えた。しかし、［英語公用
語化花火］が打ち上げられて以来約1年半経った今、新聞・雑誌・TV等
でこの問題についての真剣な議論を見聞することは極めてまれである。打
ち上げた小渕総理が昨年春に急逝したとは言え、外国語を日本の公用語の
一つにしようと言うに等しい提案は、そう簡単に消えてしまう線香花火の
ようなものであっていいのだろうか。
　本稿では、故小渕総理と上記懇談会の報告書が出されて以来公表された
「日本における英語の公用語化についての賛否両論」のいくつかを検討し、
我が国の言語教育の改革について具体的な私案を述べたい。
第1章　賛成論　　なぜ英語の公用語化が必要か
〔1〕「ぶっち一さん」の遺産
　西暦2000年1月に、小渕恵三首相（当時）の私的懇談会「21世紀日本の
構想」が次のような提案をした。
　「グローバル化と情報化が急速に進行する中では、先駆性は世界に通用
するレベルでなければいけない。そのためには、情報技術を使いこなすこ
とに加え、英語の実用能力を日本人が身につけることが不可欠である。
　ここで言う英語は、単なる外国語の一つではない。それは、国際共通語
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としての英語である。グローバルに情報を入手し、表明し、取引をし、共
同作業するために必須（ひっす）とされる最低限の道具である。もちろん、
私たちの母語である日本語は日本の文化と伝統を継承する基であるし、他
の言語を学ぶことも大いに奨励されるべきである。しかし、国際共通語と
しての英語を身につけることは、世界を知り、世界にアクセスする最も基
本的な能力を身につけることである。（中略）
　長期的には英語を第2公用語とすることも視野に入ってくるが、国民的
議論を必要とする。まずは、英語を国民の実用語とするために全力を尽く
さなければならない。
冒これは単なる外国語教育問題ではない。日本の戦略的課題としてとらえ
るべき問題である。」（朝日新聞　2000）
　上の提言に対する反応は様々であるが、先ず明確にしておかなければな
らないことがある。それは、英語が本当に國際共通語であるのか、という
ことと、英語の第2公用語化とは何であるか、ということである。
　第1の疑問に対しては、日本人の間では大体肯定的意見が多いのである
が、念のため、本稿の第3章で、専門的研究者の資料を引用し、客観的に
納得できるようにするつもりである。
　第2の質間に対しては、日本語を第1公用語とした場合、それに次ぐ公
的地位を英語に与えるということであろうから、これは容易ならざること
で、簡単に実現させることは出来ない大事であるが、出きると信じて論陣
を張っている人がいるので、その紹介をすることから始めたい。
〔2〕あるジャーナリストの戦略
　朝日新聞のコラムニスト、船橋洋一氏の「英語公用語論戦略一一日本の
何が間われているか」には、「戦略的課題」の一部として次のようなこと
が書かれている。
　「グローバリゼーションと少子高齢化」
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　日本にとっての21世紀の挑戦は、外のグローバリゼーション・IT（情報
技術）革命と内の少子高齢化である。このままでは、日本はこの二大挑戦
に十分に対応できずに、国力が衰退していく危険がある。大国としての地
位を維持するには、国民の思いきったグローバル・リテラシー（国際的対
話能力）の向上を図る必要がある。
　いまの事態を放置すれば、日本は将来、グローバリゼーション・皿革命
による格差と英語の出来不出来による格差に見舞われるだろう。世界では、
最も先進的な米国やその他の国から遥かに離され、国内では、デジタル・
デイバイド（情報格差）、イングリッシュ・デイバイド（英語格差）の双
方による新たな階級対立が生まれる可能性がある。したがって、先駆的な
人材にもっと機会を与え、その才能を積極的に活用する一方で、デイバイ
ドを最小限にするべく、国民の広範な層の英語能力を高め、一部の人問だ
けが特権的な既得権益層とならないようにする必要がある。…」〔少子高齢
化の部分は省略〕（船橋　2000）
　筆者は、世界の中での日本の立場について、もともとこのジャーナリス
トと同じような現状認識を持っているので、この「戦略」には賛成できる
点が少なくない。だが、氏の次のような提案には、大きな問題があると考
える。
　「公用語法を制定し、日本語を公用語、英語を第二公用語と定める。日本
における英語の役割を「外国語」から「第二言語」に改める。…公用語法
は2001年度から10年の準備期間を経て、西暦2010年度から施行する。その
後、10年を経て、バイリンガル人口の目標を日本全体で10％、中央政府職
員で20％、さらに10年でそれぞれ30％。50％とする。…」（船橋　2000）
　この提案は日本の政治的・経済的「国力」の維持発展のために国民の英
語能力を高めようとするためのもので、「ぶっち一遺産」と同じく、どう
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も外国語教育を「富国強兵策」の道具にしょうとする、正に「戦略」その
ものであると思われる。
　この点において筆者は、両氏と立場を異にし、あくまでも国民の教育問
題として公用語化を観ている。教育問題も結局は政治・経済の力に動かさ
れることが多いとは知りつつも、敢えて、「戦略や革命」とは一線を画し、
より長期的な国民の成長発展策として扱いたい。要するに、第二公用語化
に向けての英語の教育が、日本人の心身に与える影響をあらゆる角度から
考慮しながら改革を進めていきたいのである。
　また、氏は①「第二公用語」と②「第二言語」という用語を、同じもの
であるかのように使っているが、これは「第二公用語」に統一しておくべ
きであろう。
　役所の公文書などを日英両語にする程度のこと（①）と、国民の日常生
活がバイリンガルになること（②）との間には、天と地ほどの隔たりがある。
　また、よほどの強行策をとっても、氏が言っているように、「2020年に日
本人の10人に1人がバイリンガル…中央のお役人の5人に1人が、すべて
の仕事を日英両語で処理することができるようになっている」と思うのは、
「夢」としては大変結構なのだが、実現策に（筆者も草創活動に参画した）
沼津の加藤学園の例を持ち出すようでは、「夢のまた夢」に終わること確実
と思われる。（教育の改革は、小さな学校でも、そんなに簡単にはいかない
のである。）
　もちろん、もう一度太平洋戦争をするくらいの覚悟で、日本人が一丸と
なって「英語を自分のものにする」（氏の言葉を借りれば「個人が英語の
マスター（飼い主）になる」（船橋　2000）ために「総力」をあげる）な
らば、ある程度の成果はあがるかもしれない。だがその際、英語はできる
ようになったが、国民が多くの大切なものを失い、心身が消耗しきってし
まっていては、小渕首相の掲げた目標である『教育立国』や「大国として
の地位の維持」どころではないのではないか。
　会社などで、働き盛りの人たちが、「50の手習い」をしているのを見聞
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きするにつけ、成人が英語をマスターするための「挑戦」は正に苦しい
「両面作戦」であると思わざるをえない。企業も従業員も莫大な投資をして
挑戦しても、効果の程は、知れているのである。これは、実際に、長年の
間、高校、大学で実用英語の教育に努力を重ね、日本人全体の英語力向上
を願いながら、失望を続けている筆者の、いつわらざる実感である。
　それだからこそ筆者は、早くから、早期英語教育の必要性と経済性を訴
えて、実践してきたのである。
　筆者は、英語の公用語化には原則的に賛成であるが、舟橋氏の戦略とは
かなり違った方法（既に日本各地の小学校や学校外で実行されている英語
教育や英語活動）こそが、着実に理想を実現するための具体策である、と
信じている。時問はかかるが、筆者が研究と実践活動を始めてからだけで
も既に40年近く経っておりknowhowや教材等は日本中に満ちているから
である。
第2章反対論　　　「英語の公用語化などもってのほか」
　故小渕首相は、施政方針演説の中で「第二公用語」という表現はしてい
ない。しかし、この論文の「はじめに」の中で言及した「花火」の中で、
日本の総理大臣が、「美しい日本語を身につけると同時に、国際共通語であ
る英語で意思疎通ができ、インターネットを通じて國際社会の中に、自在
に入っていけるようにすること」（朝日新聞　2000）の重要性を訴えたこ
とは、極めて異例なことであり、その影響力は賛成派だけでなく反対派の
意見を顕在化するのに役立っていると思う。この反対論には、根深い反英
語帝国主義的なものから国民統一意識のための国語優先論まで様々である
が、その中のいくつかを取り上げ、簡単に論評を加えたい。
①作家の井上ひさし氏は次のように語っている。
　「思考支える日本語こそ鍛錬を…英語を覚えたら、その途端に世界を相
手にしゃべり始めることができるというのは度しがたい幻想ですね。日本
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語でも中身がないかもしれないのに、どうして英語をしゃべったとたんに
中身がうまれてくるのでしょうか。…
　義務教育では徹底して言葉を、日本語を教えるべきです。全員に英語の
勉強を強いるのは、全員にピァノを習わせるようなもので、無慈悲な上に、
途方もない愚挙です。英語が必要な人は、必死で英語をやればいい。」（朝
日新聞　2000）
　②米国で有名証券会社の副社長を勤めたことのある岩国哲人代議士
（民主党）は、次のような批判をしている。
　「英語はある地域の方言に過ぎない。それを第二公用語にしようという
考えはおかしい。…それいけ英語、それいけパソコン。その結果、どのよ
うな日本人が出てくるか。」（同上）
　③『母語をつぶすつもりか』という見出しで若林俊輔氏（拓殖大学教授）
は激しく第二公用語論を攻撃し、次のように書いている。氏は英語及び英
語教育学の専門家である。
　『…私の論の基本は明確である。母語を大切にしよう、である。…日本の
日本語を母語とする一般庶民は、日常の生活は「英語」とは全く無縁であ
る。…なにゆえに、この平穏な生活に「英語」を強制しなければならない
のか。…では、…「なぜ、お前は英語教師なのか」…「私にとって、英語
の学習は楽しいものなのだからだ。…この楽しさを生徒・学生諸君に伝え
たいために、私は英語教師をやっている」』（若林　2000）
　以上のような話も、それぞれ説得力があるが、順に私見を述べて行きた
いo
　まず①であるが、『日本のシェイクスピア』とまで呼ばれることのある井
上氏にしては、極めて視野が狭い発言ではなかろうか。ほんの少しでも、
私たちの身の回りに居る「英語の達人」と話をすればすぐ分かることだが、
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日本語でも英語でも、自由に切り替えて立派に対話し、中身も極めて充実
している人が少なくない。
　古くは、「東洋の理想」（1904）や「茶の本」（1906）を英語で書き、米
国で出版した岡倉天心（1862～1913）は、幼少の頃から英語と漢文を学ん
でいるが、日本人として「中身」があやしくなった形跡は何処にあるのだ
ろうか。また、ピアノの習得と英語のそれは、似たところがあるが「勉強
を強いるのが無慈悲で愚挙」というのは、「強いれば無慈悲で愚挙になるこ
ともありうる」のであって、すべては教育法如何。勉強のやりかた、やら
せかた次第であろう。ピァノも英語も楽しく上達する方法が種々開発され
ていることは周知の事実である。
　また、「英語をしゃべったとたんに中身がうまれてくる」などとまじめに
考えている人は、たとえ居たとしてもそれは井上ひさしの書く芝居の登場
人物ぐらいではなかろうか。日本語であれ英語であれ、それを使って仕事
や学習をしながら生活し、徐々に技術力や教養を高めていく、つまり中身
が充実して行くのが人間なのではなかろうか。日本語の教育が極めて大切
である事には異存がないが、英語に力を入れると日本語の教育がおろがせ
になるだろう、と考えるのは、人間の「脳力／能力」の過小評価である。
『葦の髄から天井のぞく』ことこそ愚挙というべきであろう。
　次に②の岩国氏は、「英語はある地域の方言に過ぎないから第二公用語
にしようというのはおかしい」と言っているが、この考えの方こそ「おか
しい」のではないか。英語が今や、英国や米国などだけの言語でなくなっ
ていることは明らかであり、そのことについては第3章でくわしく触れる
が、問題は、かつて我々が、標準語（共通語）を「良い言葉」、そして生
活言葉である方言などを「悪い言葉」と厳しく教えられたことを、岩国氏
は今も忘れられないでいるのではないか。ましてや、米国式英語を英国女
王の英語と比べて『方言だ』などと「放言」した訳ではないと思うが。（念
のために、付記したいのは、英国の現女王陛下の英語が、標準的英国英語
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としては、大いに間題があることは英日曜紙「オブザーバー」が紹介して
いる。（朝日新聞　1999〉「引用・参考文献付記」参照）
　もう一つは、「それいけ英語…その結果、どのような日本人が出てくる
か」という言葉に含まれていると思われる、日本人の将来に対する岩国氏
の憂慮であるが、これについては、『英語の第二公用語化』は、バタバタ
と急ぐべきものではないし、慌てると緑なことはない、という筆者の持論
に通じるものとして、賛意を表したい。
　③の若林氏の「母語を大切に」にも、一応共感するところがあるが、英
語に力を入れると、母語がだめになる、という考えは、言語教育を専攻し
ておられる教授にしては、偏りすぎた見解との批判を避けることができな
いであろう。ただ、英語を強調するにつれて日本語を軽視する傾向が日本
中に広がり、定着するようなことになるとすれば、由々しきことであると
は思う。しかし、これは『どんぐりが頭に当たったひよこが、「空が落ち
てくるぞ。」』と大騒ぎした、昔話に似ていないだろうか。結局、騒いだ者
たちが皆、狐に食べられてしまって、「おしまい」なのである。もちろん、
「空が落ちてくる」が、「日本語がだめになる」ことなのか、「英語ができ
ないと国が滅びる」ことなのかは、国の言語政策を大きく変える前に、慎
重に論議し、その他の問題も含めて、国民が十分納得できるようにするべ
きであると考える。
　いずれにしても、筆者は、「空は落ちてこない」と信じているが…
第3章　21世紀の世界における英語の地位
　「地球語としての英語」（D．クリスタル／国弘正雄訳　1999）によれば、
「20世紀末には、世界人口の約3分の1に当たる、20億9000万以上の人が英
語にたえずさらされていた」ことになる。
　しかも、この状況は、21世紀においてさらに進むであろうことは、次の
表で明らかなように、英語を第一言語として使用する国や地域が増加しつ
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っあることからも分かる。さらに、これらの表の何処にも現れていない日
本においても、公立中等学校で英語が正式に必修科目となり、小学校でも
英語活動が可能となり、英語会話学校は繁盛し、日本人の会社なのに幹部
会議が英語で行なわれている大企業が増えつつあり、各種の実用英語検定
受検者が依然として多く、そしてまた、英語のみで講義をする独立行政法
人大学院大学を沖縄県内に開校するという、政府の計画（朝日新聞　2001）
があることなどからも推測できるように、我が国でも、英語がますます「特
別の地位を保持」するようになりつつあることは明らかである。
　事実、世界的に見ると、英語を母語（第一言語）として使っている人の
数（約3億7千5百万）よりも、第二言語もしくは外国語としての英語使
用者の数がはるかに多くなりつつある。次の表（1）（2）（3）（グラッ
ドル　1999）で以上のことを確認しながら、21世紀の世界における英語の
未来と、日本における英語の第二公用語化の可能性を考えてみよう。
表（1）
英語を母語とする人の数（単位・千人）。クリスタル（Crystal，1997）による推定も加味した。（＊は、
英語が「第一言語」として使われてはいるが、「第二言語」としての使用がより多いか、あるいは英語
以外の言語がかなり使われている地域を指す）
アイルランド共和国　　　　3，334グレナダ　　　　　　　　　101ナミビア★　　　　　　　　　　13
アメリカ合衆国★　　　226，710ケイマン諸島　　　　　　　　29 ニュージーランド　　　　　3，396
アンティクアとバルフダ　　　61 ザンビア☆　　　　　　　　　50 バハマ　　　　　　　　　　　　250
イギリス（イングランド、 シエラ・レオーネ★　　　　　　450パプア・ニュー・ギニア貢　　120
スコットランド、北アイルラン シフラルタル★　　　　　　　　　25 バーミューダ島　　　　　　　　60
ド、ウェールスリ　　　56，990ジャマイカ　　　　　　　　　2，400バルバドス　　　　　　　　　　265
イギリス諸島（チャネル諸島★、 シンカポール肉　　　　　　　300 フィリピン胃　　　　　　　　　15
マン島〉　　　　　　　　217 シンバブエ☆　　　　　　　　250 プエルト・リコ貢　　　　　　110
インド★　　　　　　　　　　320 スリナム　　　　　　　　　　258 ブルネイ★　　　　　　　　　　10
ヴァーシン諸島（英領）　　　17 スリランカ嚢　　　　　　　　　組 ベリ＿ズ・　　　　　　　　　135
ヴァージン諸島（米領）　　　79 セントキッツ・ネヴィス　　　　39 香港★　　　　　　　　　　125
オーストラリア　　　　　　15，316セント・ルシア　　　　　　　　29 マレーシア★　　　　　　　　375
ガイアナ　　　　　　　　　700セントヴィンセント・グレナディン 南アフリカ糞　　　　　　　3，600
カナダ　　　　　　　　　19，700 111 モンテセラト　　　　　　　　　11
グアム☆　　　　　　　　　　56 トリニダード・トバコ　　　　1，200リベリア☆　　　　　　　　　60
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表（2）
英語の第二言語使用者（単位・千人、★は、英語の第一言語使用者の数が、第二言語使用者の数を上
回ることを示す
アイルランド共和国★　　　190ジャマイカ★　　　　　　　　　50 パプァ・ニュー・ギニア　　2，800
アメリカ合衆国☆　　　　30，000シンガポール　　　　　　　1，046パラウ諸島　　　　　　　16，300
イギリスま　　　　　　　　　1，100ジンバブエ　　　　　　　　3，300バングラテシュ　　　　　　　3，100
インド　　　　　　　　　　37，000スリナム　　　　　　　　　　150 フィジー　　　　　　　　　　160
ヴァージン諸島（米領）★　　10 スリランカ　　　　　　　　　1，850フィリピン　　　　　　　　36，400
ヴァヌアツ　　　　　　　　　160 スワジランド　　　　　　　　　40 プエルト・リコ　　　　　　1，746
ウガンダ　　　　　　　　　2，000セーシェル　　　　　　　　　　　1τ フータン　　　　　　　　　　　60
オーストラリア★　　　　　2，084セント・ルシア貢　　　　　　　22 フルネイ　　　　　　　　　　　　104
ガイアナ☆　　　　　　　　　30 ソロモン諸島　　　　　　　　135 ベリーズ貢　　　　　　　　　30
ガーナ　　　　　　　　　　1，153タンザニア　　　　　　　　3，000ボツワナ　　　　　　　　　　620
カナダ★　　　　　　　　　6，000’ンノ萄2レ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　600 香港　　　　　　　　　　1，860
カメルーン　　　　　　　　　　6，600ドミニカ　　　　　　　　　　　12 マーシャル諸島　　　　　　　28
ガンビア　　　　　　　　　　33 トンガ　　　　　　　　　　　30 マラウィ　　　　　　　　　　517
北マリアナ諸島　　　　　　　50 ナイシエリア　　　　　　　43，000マルタ　　　　　　　　　　　　86
キリバス　　　　　　　　　　　20 ナウル　　　　　　　　　　　9，400マレーシア　　　　　　　　5，984
クアム　　　　　　　　　　　92 ナミビア　　　　　　　　　　300 ミクロネシア　　　　　　　　　15
クック諸島　　　　　　　　　2西サモア　　　　　　　　　　86南アフリカ　　　　　　　10，000
ケニア　　　　　　　　　　2，576ニュージーランド費　　　　　150 モーリシャス　　　　　　　　167
サモア（米領）　　　　　　56 ネパール　　　　　　　　　　　5，927リベリア　　　　　　　　　2，000
サンヒア　　　　　　　　　1，000パキスタン　　　　　　　　　16，000ルワンダ　　　　　　　　　　24
シエラ・レオーネ　　　　　　3，830バハマ★　　　　　　　　　　　25 レソト　　　　　　　　　488
表（3）英語が「第二言語」になりつつある国
アラブ首長国連邦、アルゼンチン、エチオピア、オランダ、コスタリカ、スイス、
スウエーデン、スーダン、スリナム、ソマリア、デンマーク、ニカラグア、ネパー
ル、ノルウェー、パナマ、ベルギー、ホンデユラス、ミャンマー、レバノン
　これらのデータを見れば、英語が極めて広く、いろいろな国や地域にわ
たって、非常に多くの人に使われているので、國際共通語となる資格は十
分にあると考えても不自然ではないであろう。だが、残念ながら、日本の
学校には「英語に関する無力感」が漂い、この言葉をマスターして世界の
人とつきあおう、などと英語習得熱に燃える学生・生徒はごく少なく、大
学でさえも、「別に英語などできなくたって、適当にやっていけるさ。」と
思っているような学生が多く、自分で学習する時間が極めて短いことは、
大学英語教育学会の調査（松柏社1997／飯塚1998）などによっても裏付け
られている。
　また、「21世紀日本の構想」懇談会が「英語公用語化論」の花火を打ち
上げて、一時的な騒ぎにはなっても、その後は社会全体としては、「笛吹け
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ども踊らず」のように見える。いや、笛吹きの存在すら疑わしくなってき
た、と言うべきかもしれない。本当に、日本人は英語に冷淡なのだろうか。
第2章で引用した若林氏の意見のように、日本の一般庶民にとって、日常
生活は英語とは全く無縁であるから、これ以上英語との関わりを持ちたく
ないし、次の世代も日本語ができれば十分である、と考えているのであろ
うか。
　または、いくら努力しても上達しないので、「日本人と英語とは相性が悪
いのだ」とあきらめてしまったのだろうか。故小渕首相の「教育立国論」
は、小泉内閣の「聖域なき構造改革論」の大声にかき消されたのだろうか。
　元首相は、先に引用したように施政方針演説の中で『21世紀を担う人々
はすべて、文化の伝統の礎である美しい日本語を身につけると同時に、國
際共通語である英語で意思疎通ができ、インターネットを通じて國際社会
の中に自在に入っていけるようにすること』（朝日新聞　2000）を具体的
な目標の一つとして掲げている。この提案への本格的反響を耳にすること
なく小渕氏はこの世を去り、世論調査で80％以上の支持率を誇る小泉内閣
（2001年6月現在）が、この目標を政策の中に組み込むかどうかは予想困難
である。その上に、国民の熱狂的人気を背景に小泉内閣が行なう構造改革
のエネルギーが、長期にわたって莫大な国家予算を必要とするであろう、
英語の第二公用語化の方にも向けられるかどうかについては、更に楽観が
許されない。
　しかも、公用語を制定するという国家の大事業を遂行するかどうかとい
うことは、国民の総意を無視して決められることではない。従って、民意
はどうなっているかを調べねばならないが、国民全体が今、英語について
どう考えているかを調べたデータは手元にない。だが、それに関連のある
最新のデータは、最近公表された。それは、現在ようやく気運が盛り上
がってきた、公立小学校における英語教育の実施についての、NHK放送文
化研究所による全国的調査の結果である。
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　2001年6月16日放映のN日：K・BS1番組インターネットデイベート『日
本人の英語力』で示された、（一般人を対象にした）アンケートの解答は
次の通りである。
???：小学校で英語を教えることについてどう思いますか。
1．まったく賛成：35％
2．どちらかと言うと賛成：46％
3．どちらかと言うと反対：11％
4．まったく反対：3％
　以上によると、世論は、80％以上が早期英語教育の一部である小学校英
語教育実施に賛成である。ただし、問題なのは、教える側の意向である。
　上と同じ質問に対し、小学校教諭は2001年、「さいたま教育文化研究所」
の調査（同上番組で公表されたもの）によれば、
　　　　1．否定的（反対）：51％
　　　　2．やや否定的：12．5％
　　　　3．やや肯定的：12．5％
　　　　4．肯定的（賛成）：4．5％となっている。
　小学校の教諭がこのように否定的な理由は、同じ調査によると『教材や
カリキュラムができていないから』が61％、『研修不足』が57％、『英語話
者など外部からの援助者不足』が52％となっている。だが、これらの間題
が解決すれば、賛成者が80％を超えることは、筆者の調査からも明らかで
ある。いずれにしても次章では、小学校における、英語教師がいなくても
行なえる『英語活動』実施を手始めに、英語の実質的第二公用語化実現策
（既に、かなり実行されている活動）を紹介したい。
　21世紀における英語の地位は、当然のことながら、この言語の使用者の
数だけで絶対的なものになる訳ではない。しかし、表（1）（2）はもち
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ろん、表（3）に示されているような、英語の第二言語化が進んでいる国々
を一国一国思い浮かべて見ると、中東、ヨーロッパ、アフリカ、南米、中
米、東南アジヤなど、正に世界中に広がりつつあることに驚かざるをえな
いo
　「英国の旧植民地の真似をして、英語を公用語にすることなどできるも
のか」などと息巻いている時代はとっくに過ぎた、と言えよう。
第4章　英語公用語化への道
　案外、一般には知られていないようだが、日本には今のところ法律で定
められた公用語はない。（米国も、州ごとに事情は異なるが、国としての公
用語が英語に定まっている訳ではない。）したがって、これから日本語を第
一公用語とし、その他の言語を第二公用語とする法律を制定するかどうか
は、国民の意思にかかっているわけである。これについては、国会議員間
で、法案化推進の活動が始まっているようであり、大いに注目すべきこと
と思う。
　事実、民主党ネクストキャビネット（次の内閣）で教育科学技術担当大
臣を務める松沢成文代議士は、次のような道筋を思い描いている、と報道
されている。
　「まず、英語の第二公用語化を準備するための推進法を成立させ、教育、
社会、文化の三分野で英語に日本語に次ぐ地位を与える。例えば、法律な
どの公文書は日本語と英語の双方で作る。街の案内板を両国語併記とする。
テレビ、ラジオに英語専門のチャンネルを設ける一そして、十年後をめ
どに第二公用語化を実現しよう…」（朝日新聞2000）
　上のような考えを受けて、昨年2月、民主党内の勉強会として始まった、
推進化法案を練るための会合は、その後他党も巻き込んだ議員連盟になる
予定であったようだが、その後の動きについては、2001年7月現在まで、
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特に顕著な報道はなされていないようである。
　小渕首相の急逝、支持率最低の森首相の中継ぎ、そして国民の圧倒的支
持を受けている小泉内閣の出現、と1年余りの間に、政局は目まぐるしく
変わったが、日本経済は下降の一途をたどり、回復の兆しはトンと見えて
こない。こんな時に、英語の公用語化は「大変お金がかかるぞ」と、『言
語経済学』の観点から、発言している人がいるので、大いに参考にし、こ
の議論をより現実的なものに近づけたい。
　『公用語化の必要経費』（井上　2000）で井上史雄氏は、
　「過去の日本の言語政策の単純さからいっても、本来の意昧の公用語化
は実施困難だろう。英語の『國際補助言語化』と言いかえる方が、ずっと
現実に合う。・・
　第二公用語のコストー多言語化にはコストがかかる。経済的に自立で
きる国家では多言語化の関係予算をさく余裕があるが、アフリカのような、
独立後の経済基盤が確立せず、言語的に複雑な国家では、旧宗主国の言語
に頼るのが一番経済効率が高い（クルマス　1993）。教材や教員を新たに独
自に開発するより、従来からあるものを活用できるからである。また行政・
司法・社会活動などで二言語化する費用も国家予算を圧迫する。…
　（しかしながら）日本は経済的には今のところ心配ない。というよりも、
第二公用語（化）は、言語産業としていま栄えつつある英語学校や通信教
育をもっと盛んにするだろう。教育機器の開発にもはずみがかかり、コン
ピュータなどの発達にも寄与すると考えられる。…」と言っている。【（かっ
こ）内は筆者追加】
　確かに、嘗ては経済的に恵まれず、英語に対して複雑な感情があったは
ずのインドが、現在、三千万以上の人が英語を自由に使い皿革命の世界的
リーダーとなっているのをみると、井上氏の指摘は正しいように思えるが、
果たして、「日本は経済的にいまのところ心配ない」などと言えるほど我が
国の台所は余裕があるのだろうか。立法・行政・司法などに関する文書の
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二言語化を始め、小学校の英語を教える教員の養成だけでも、どれほど膨
大なものになり、日本全体の財政が圧迫されるか計り知れない。よほど前
向きに、楽観的に考えても、日本において長期にわたって巨額の資金を投
じて行なう英語の第二公用語化は、経済面からだけでも、マイナスの遺産
を大きくすることは明らかである。それでもやらなければ、日本人の将来
が危ない、と国会議員の過半数が判断するとしても、そこから始まる国家
的大事業は、経済的にはもちろんのこと、精神的にも、国民大多数の支持
を継続的に得られるものでなければならないだろう。そのための基礎工事
は、井上氏が指摘しているように、「過去の日本の言語政策の単純さ」か
ら判断すれば、国の中央政府は何もしてこなかったに等しいと言えるので
はなかろうカ㌔
　その「単純な国の言語政策」に対し、ジャーナリストの船橋氏は、大胆
な殴り込みをかけているように見える。
　氏は、沼津市にある私立学校での「イマージョン（英語浸け）教育」を
見学し、これこそ日本人をバイリンガルにするために最適の教育法と信じ
たのか、著書の中で次のような提案をしているのである。
　「公立学校において、小学校から高等学校までのイマージョンー貫教育
を導入する…イマージョン実施校は、開始後16年で全体の20％、15年で
40％、20年で70％を目標とする。…」（舟橋　2000）
　氏は次のように説明している。
　「イマージョン（lmmersion）とは、英語で浸透とか洗礼とかいう意味で
ある。外国語を学ぶ際、外国にいるのとほぼ同じ環境にどっぷりつかって、
外国語を身につける方法だ。
　たとえば、小学校では母語（筆者注：日本の場合は国語）以外の授業は、
算数も、理科も、保健も、外国語で行う。足し算、かけ算、分数、少数、
火星と金星の区別はすべて外国語で学ぶ。…」そして、加藤学園における
教育の成果について、『英語力は小学5、6年で、英検2級。T　O　E　F　L
は中学2年で平均450点、最高550点。国語、数学の全国試験では、2000年
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4月、中学3年でそれぞれ全国平均を、9点と0．8点上回っている。』と。
　以上のような学校教育が、現に地方の小さな一私学で可能なのだから、
日本中で「右へ習え」すれば良いではないか、と船橋氏が感じたのも無理
はない。だがしかし、その加藤学園教育の基礎作りを、約10年問、同学園
の沼津言語教育研究所長として行なった筆者は、この教育の基礎工事だけ
でもいかに長期間の人的、財的資本投下を必要としたかを知っている。氏
もそれを知れば、上のような提案は、簡単はにできなかったに違いない。
　そこで、船橋氏など熱心な第二公用語化推進者に、次のことをお願いし
たい。
　実験室のような一私学で試行中の極端な授業法を、全国の小・中学校な
どで全面的に実施することを提案するよりも、戦後数十年の歴史がある、
民間の学校外児童英語教育や乳児・幼児の早期英語教育、更に最近、文部
省主導で数年間行なわれた、研究開発学校の研究成果などを精査し、活用
して、小学校教育の充実発展に協力して下さい、と。
　確かに、我々教師は、船橋氏のように行動範囲が広いジャーナリストに
比べれば、視野は狭く、度胸がないと見えるであろうが、子供たちは物で
も道具でもない。教育の実験が一概に悪いなどとは考えないが、成功させ
るのに莫大な時問と費用がかかり、成功率はさだかでない教育法を、「一斉
にやってみる」ことなど許される訳がない。教育の原点に立って、日本の
ことばの将来、というより、『国民一人ひとりの幸せのための言語政策』を、
より慎重に、もっと心をこめて練って頂きたいものである。
　児童の外国語教育には確かに特別の努力と時間がかかる。しかし、その
多方面な教育効果の大きさには目をみはらせるものがあり、多くの研究開
発校などの担当者が感動している。そして、日本の初等教育そのものの改
革の胎動が、公立小学校への英語活動導入によって始まりつつあることに
気づいている人は少なくない。このようなことから、英語の第二公用語化
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へのムード造りと基礎がためは、すでに進行中であると言えよう。
　もちろん、中学、高校、大学その他での英語教育の改善が必要であるこ
とは論を待たないが、ここでは敢えて、成功率の高い児童英語教育に、よ
り多くの力を注ぐべき時が来ていることを強調したい。
第5章　急がば回れ一発想転換と小学校での英語活動
　「日本人はどうしてこんなに英語ができないのか。英語教育にたずさわ
る私たちが、國際会議や学会に出席して痛感するのは、このことである。
これは単に、議論で終わらせてはいけない重大事と思う。」（飯塚　1980）
これは、1977年8月の朝日新聞「論壇」に採用された筆者の投稿の書き出
し部分である。
　『英語力を高めよう一幼児期から二ヵ国語教育徹底を』という題で全
国紙に掲載されたこの提唱は、さまざまな反響を呼んだが、筆者が期待し
ていた『大改革のきざし』は、日本においては、’90年代後半まで見られな
かった。
　ところが、’70年代末にホノルルやソウルの学界で研究発表した筆者の
早期英語教育論に対して猛烈に反論した、韓国の教師や英語教育学者たち
は、’80年代初期に、早期英語教育の実践的研究を公立初等学校などで始め、
10年以上にわたる研究の後、1997年に公立初等学校3年以上の児童全員の
英語学習という、国家を挙げての大改革に踏み切った。
　1998年2月に、筆者はソウル、クワンジュなどで学校訪問、学会参加、
初等学校教諭（年間120時問の英語教育関係の講習を受講中）との意見交
換などを行ったが、大改革は「粛々（しゅくしゅく）」と進んでいるとい
う印象を受けた。もちろん、実施前からあった反対の意見なども少しは聞
いたが、3年生以上の児童全員に英語教育という「恩恵」を、国民の大多
数は歓迎しているようであった。
一方日本では、1997年になって始めて、公立小学校での研究開発指定校、
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が47都道府県に1校ずつ発足し、児童のための英語教育研究が全国的に始
まった。そして、2002年度からは、小学校3年生以上の学年では、『國際
理解に関する学習の一環として、各学校の実態等に応じて、外国語会話等
を扱ってもよい』（文部省1998）ことになった。
　しかし、第3章で紹介した小学校教諭たちの否定的態度等から判断すれ
ば、各学校の実態は、決して、「もろ手を上げて英語教育を歓迎する」空
気にはなっていない。
　だが、80％以上の日本人が実施を希望していると思われる英語教育、と
いうよりは「英語との触れ合い活動」を、担任教員にとって特別の負担も
なく実施できるとしたら、そしてそれが児童と教員にとって楽しく、役に
立つものであったなら、小学校教諭の態度は大いに変わるであろう。
　では、どのようにすれば、小学校の学級担任の任務が今以上過重になる
ことなく、児童が英語との触れ合いを楽しみ、外国や外国語、外国人との
壁を感じなくなり、やがては第二公用語としての英語を身につける素地を
養うことができるのであろうか。
　幸いに、「小学校　英語活動実践の手引」（文部科学省　2001）が4月に
発行され、英語教育の専門教員でない学級担任が指導する「英語活動」が
やりやすくなったようである。だが、「國際理解活動」という大義名分の
もと、「英語教育」ではないということが強調され、「中学校の学習内容を
先取りするようなことは避けなければならない」（同上p．3）とされてい
るなど、ねらいとしていることに、相当な無理が感じられる。なぜならば、
先取りか否かにかかわらず、中学校の英語が基礎的な会話や文などを扱う
以上、どうしても小学校の指導内容と重なってしまう、という現実がある
からである。
　最大の無理は、何と言っても、小学校教員は英語科の免許をもっていな
い、ということである。しかし、これは、小学校英語の免許状というもの
が、国の機関からは発行されていない以上、所有者は皆無であって当然な
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のである。これに関連して、手引は次のように言っている。
　「小学校では基本的に、学級担任が学級の子どもの学習指導と生活指導
の両方を担当している。これまで英語活動の指導の経験をまったく持たな
い学級担任が指導することは、中学校や高校における英語教育と大きく異
なる点である。しかし、これはマイナスであるとばかりは言えない。小学
校段階では、学級担任が子どもの実態を把握していることが、学習指導上
の重要な要素である。…各教科と関連付けて指導を行い、子どもが各教科
で身に付けた知識や技能を英語活動に取り入れることができるのは、全科
担任制ならではの良さである。」と。
　確かにその通りだと思うが、担任教員の側からすれば、全科担任制のゆ
えにかえって増える労力、苦労をどうするかは、そう簡単に解答できる間
題ではなさそうである。例えば、足し算・引き算を英語で…となるとどう
するか。
　従って、筆者は提案したい。小学校教員は、自分が楽しめる範囲でのみ、
児童との英語活動を行うこと。絶対、無理をして教えようとしないこと。
「教えないことが最良の学習指導法」とまでは言わないが、教師も子どもと
いっしょに学ぶことに努め、学習材料を用意したり、模範になるものを「指
差す」役を果たせば十分であることを、周知させること。
　最近は、NHKなどで、小学生むけの英語番組がいくつか放映されている
ので、これらを継続して視聴すれば、相当英語に慣れ親しむことができる
はずである。このような「遊び」と「学び」を合体したものを、どしどし
各局が制作・放映すれば、教師たち、親たちの悩みは解消し、英語公用語
化への素地造りは、韓国とは非常に違った方法で、着実に進行していくで
あろう。
　とは言っても、「英語教育専門でもないし、英語を話すこともできない教
員が、どうして英語活動などというものを指導することができるか」とい
う疑問はなくならないだろう。そこで、上で述べたことを、もう少し具体
的に示してみたい。
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　小学校の学級担任は英語教育でなく「英語活動の世話」をすることに徹
する。
　担任は児童の英語活動を促進するための「係員（fadlitator／prompter）」
になりきる。その「資格」は次の通り：
1．係員は、英語や英語教育の専門家である必要は全くない。初等教育が
　　専門、つまり学級担任であればベスト。そうでなくても「子供好き」
　　『児童中心の思考』ができること。
2．英語が全然できなくてもよい。児童といっしょに、後述の英語活動を
　　する意慾があること。
3．たとえ知っていても、英語を教え込もうとはしないこと。英語活動の
　　　　　　うらかた　くろご　促進係り（裏方／黒子）になること。（これが一番、発想の転換を要
　　する所）
4．児童といっしょに、遊び方、学習法などを作り出せること。
5．少なくともTV、ヴィデオ、カセットコーダーなどの簡単な機器が使え
　　ること。
6．NHK・TVの児童英語番組「えいごリアン」、「英語であそぼ」、Sesame
　Streetなどを進んで活用すること。
7．児童英語教育の専門家、外国人英語教育助手などの助けがあれば、そ
　　れも活用するが、余り頼りにしないこと。
8．その他。
英語活動の例：
1．時問を決めて上記のTV番組などをクラスで視聴するか、自由時問に
　　『流しておく』こと。
2．歌のテープを『流しておき』、ときどきいっしょに歌うこと。
3．挨拶などが歌になっているものや、簡単な会話は、どしどし生活の中
　　で使うこと。
4．カルタ取りなどの遊びは、単語だけでなく文などにも応用すること。
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　　（文字をタブー視しないこと）
5．教室の一部を英語コーナーにするか、空き部屋を國際理解室にして、
　外国の雰囲気を作っておくこと。外国の絵本、絵辞典など児童のうち
　　にあるものを借りるか、できれば購入し、備えておく。（他教科と関連
　付けると、児童が知りたがる単語は、英語の教師でも応じきれないほ
　　ど多くなる。）
6．外国人とは英語国出身であろうとなかろうと、コミュニケーションを
　する（心と心で交わりを持つ）こと。
7．外国帰りの人との交流をすること。
8．外国の事物に興味をもち、それから学ぶようにすること。
9．その他。
　原則として、英語の発音は米英の標準的なものだけにこだわらず、コ
ミュニケーションする喜びを、児童に体験させることに重点を置く。もち
ろん、NHK・TV番組で用いられている英語などを模範にすることは望まし
いが、英語にはいろいろな種類があることも、最近は注目され、それを受
け入れざるをえない状況になってきている。始めは日本人同士で英語遊び
をしながら、次第に、国籍や人種を超えてコミュニケーションするのに英
語が役立つことを体験し、小学生のうちに英語や外国人に対する偏見やア
レルギーがなくなれば、中学校以上で学ぶ英語がより一層身につきやすく
なるであろう。
　英語を公用語の一つにするには、少なくとも、公立小学校でのこのよう
な英語活動が一般化し、更に上級の学校や社会人に良い刺激を与えなけれ
ばならないと思う。何よりも大切なのは、教師や親、そして・一般日本人の
発想の転換である。
　以上、限られた財源と人材で、大きな改革を進めるための具体案の一部
を紹介させて頂いた。
『急がば回れ』と言われている。日本人が英語を公用語の一つとして使い
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こなすには、遅くとも、小学1年から英語に親しむ活動を始め、少なくと
も12年かけてそれを身につけるべきである。筆者の40年にわたる研究結果
に基づけば、幼稚園で開始した方が更によいことが明らかなのだが、それ
について研究したい方は、是非、畏友、故・井深大氏（ソニー創立者）の
名著『幼稚園では遅すぎる』（1971、1996）及び、拙著『ボク英語できちゃっ
た』（1980、1987）「英語でいっしょに育つ本」（1997）等をお読み頂きたい。
　要するに、英語の第二公用語化はこのようにすれば実現へ近づけること
が出きるのではなかろうか。
おわりに
　筆者は13年間、白鴎大学経営学部と法学部の教員として英語を教えてき
たが、短期大学部で早期英語教育（幼児と児童のための英語教育）講座も
担当した。この間、多くの貴重なことを学んだが、特に、学生たちの将来
にとって英語がいかに大切なものであるか、それだけに、英語教員の使命
がどれだけ重大なものであるかが、身にしみて理解できた。
　だが、その使命をどれだけ忠実に果たせたかとなると、じくじたる思い
を禁じえない。にわかに持ちあがったような英語の第二公用語化論もその
思いに輪をかけるものの一つであるが、この使命を十分果たせるようにな
るには、ある意昧で厳しい条件があることも、より明確になってきたよう
に思われる。それは、学生が英語や異文化に接し始める時期を早めること
である。
　中学で英語を始め、受験英語のみで大学に入ったが、それでも、英語を
使う喜びを覚え、学び続け、英語を使いこなせるようになった学生がいる
ことは事実だが、幼児期や小学低学年から英語に接してきた学生の英語運
用力と英語の質は高く、前者と歴然たる違いがあることも事実である。
　英語公用語化という国家の大事業を成功させるには、やはり早期英語教
育という回り道をした方が近道だ、という筆者の結論は、自身が大学での
英語教育に専心したことと無縁ではない。今教えている学生たちの将来が、
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明るく幸せなものになるよう願う毎日であるが、同時に、より若い後輩た
ちにより大きな期待をかけざるをえないのも事実である。
　『鉄は熱いうちに打て』と言われている。
　故小渕総理が、最期の力をふりしぼってまとめたと思われる施政方針演
説の中で強調せざるえなかった、英語の実用語化の提案を真剣に受けとめ
たい。そして、議論もいいが、できるところから行動を始めるとすれば、
「総合的な学習の時間」をできるだけ多く英語活動に活用するように、小学
校学習指導要領の部分的改正を提案したい。
　幸いにして、文部科学省は、指導要領の改訂については10年に一度とい
う慣行に必ずしもとらわれない、とのことである。（朝日新聞　2000年8月
29日夕刊）小学校の英語活動を必修として全国的に始めることは、決して
夢ではないのである。
　もちろん、英語公用語化論が世に出てきた背景には、船橋洋一氏などの
『戦略』があることも忘れる訳にはいかない。国家百年の大計としては、
あのような「戦略」も議論する必要が大いにあることを否定するものでは
　　　　　　かいないが、『先ず院より始めよ』である。
　おわりに、拙稿を書くに当たり、いろいろと激励その他のご援助をくだ
さった方々に、心からの御礼を申し上げ、諸賢のご批判、ご叱正をお願い
するものである。
「付記」
　日本人の英語べたの原因については、いろいろなことが言われているが、
文法重視の傾向が槍玉に上がることが多い。次の文章は、「英国の女王様で
すら文法どおりはお話されない。日本人が英語べたで何が悪い。遠慮しな
いでジャンジャンしゃべりまくればいいんだ。」というような「激励？」
のために書かれたかどうか。一応参考に引用させて頂く。
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　「天声人語」朝日新聞　1999（平成11）年6月8日　朝刊より。
　「クイーンズ・イングリッシュ」といえば、毛並みの良さを証明する「純
正な英語」のこと。ところが、当のエリザベス女王でさえクイーンズ・イ
ングリッシュがおぼつかなくなっている、というアメリカ人の分析を英日
曜紙「オブザーバー」が紹介した▼この専門家は、恒例の女王のクリスマ
スメッセージの一節「若者は、ときには私たちより賢いことがある」（The
youngcansometimesbewiserthanus）を例に引き、〈もったいぶった言い
方を避けようと努めているのは理解するが、than　usはやりすぎ＞と主張す
る▼〈といってthan　weもかなり堅苦しい。thanwe　areが正解だ。女王の
ことば遣いは、よくいえばくだけている。しかし、要するに間違いだ＞と
手厳しい。英国クイーンズ・イングリッシュ協会の七十一歳の長老も「耳
が痛いけれど、その通り。女王はとてつもない間違いをしてくれた」と同
調した▼この協会、ブレア首相やBBC放送の英語にはとっくにさじを投げ
ている筋金入りの守旧派だそうだ。しかし一方で「ことばは変化する。ア
メリカの知識人ふぜいが、我々が一番よく知っていることに口を出すのは
失礼千万」という学者もいる。ことばの間題提起は、洋の東西を間わずハ
チの巣をつついたような結果になる▼thanは主格代名詞があとに来る接続
詞なのか、それとも目的格代名詞がつく前置詞なのか。つまりは、そうい
う文法論争らしい。初めに文法ありき。それで連想するのは、日本人一般
の英語の力だ。文法重視の傾向が強いせいか、話す力もすこぶる貧弱▼例
えば英語検定試験の一つTO　E　F　Lの成績も下がりっ放し。最近はとうと
う朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）と並び、アジア諸国で最下位組になっ
てしまった。英女王の柔軟さを見習う方がいいかもしれない。
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